
団体名： 足助商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 84.7 ％） （達成度 105.0 ％） Ａ Ａ 下げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 101.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 52.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 98.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 123.1 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 120.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 82.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

　2024年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

記帳継続指導

　商工会会員である個人事業
主を対象に行う。
正しい簿記、確定申告の指導。
適切な税務申告と経理の自計
化による経営向上のお手伝い。

指導企業数 66件
指導日数　 306日
指導回数　889回

商工会会員
（主に個人事業

主）

指標
記帳指導対象事業所

指標

目標
数値

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数
地区内小規模事業者の経
営状況の把握と課題解決
による信頼の構築

実績
数値

21700
実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

計画的地区別担当
を割り当てた巡回指
導を実施する。

〇
巡回・窓口相談指
導事業

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

目標
数値

65
実績
数値

66
目標
数値

実績
数値

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

地区内小規模
事業者及び関

係従業員

指標
講習会等参加人数

記帳継続指導の充実を図る
とともに、インボイス制度等
の理解を得るため考慮しな
がら記帳指導を行った。

総
合
評
価

  一般的に経営基盤の脆弱な
小規模零細企業の健全な経営
改善と育成を図るため、経営指
導員を中心に商工会全職員が
個々の企業と積極的に接触し
て相談指導を行う。

巡回窓口指導実企業数 241社
創業巡回窓口指導実企業数 1社
巡回窓口指導延件数 590件
創業巡回窓口指導延件数　3件
非会員巡回窓口指導実企業数件
数 74件
非会員巡回窓口指導延企業数件
数 76件
課題解決提案件数21件　経済動向
調査 30件

593
目標
数値

20

総
合
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

インボイス制度の理
解に伴う記帳指導

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

会員のニーズに合わ
せて、多くの事業者に
参加いただける講習
会を検討する。

〇

地域振興祭事業

　お祭り、祭事等を実施すること
によりその集客力を活かして、
地域経済活動を促進し地域産
業のＰＲ(地産地消、文化遺産、
観光資源等)の機会とするととも
に地域の総合的な振興を図る
ことを目的とする。

あすけルネッサンス 5/3  5/4
5/5 30人 おいでん地区イベン
ト 6/29  30人 あすけ夏まつり
8/3～8/13  50人 商工まつり
10/20　50人 中馬のおひなさん
など他団体と連携巴川鮎まつ
り、香嵐渓もみじまつりの協賛

地区内商業者

指標

指標

小規模事業者及びその従
業員の知識の習得、資質の
向上。

目標
数値

104
実績
数値

55
目標
数値

若手後継者等育成
事業（青年部・女性
部）

　商工業の後継者である青年・
若手後継者及び商工業に携わ
る女性に対し、各種講習会・講
演会や視察研修などを通じ部
員の経営に必要な資質向上を
図る。

(青年部)　研修会7回14名   地
域振興事業1回7名　研修視察
1回8名　(女性部)　研修会2回5
名　地域振興事業1回11名　研
修視察1回20名　(若手後継者
事業) 合同事業2回26名 女性
部2回25名 青年部1回12名

商工会青年
部、女性部もし
くはその配偶者

指標
青年・女性部参加人数

講習会等開催事業

　ニーズにあった講習会を効率
的に実施することにより、小規
模事業者にとって必要な知識
の習得、資質の向上、円滑な
事業の運営を図ることを目的と
する。

個別講習会
　金   　融     1回 1名
　税　　務　　 3回42名
集団講習会
　税　　務　　1回12名
　経営革新　 1回 0名
　

若手後継者育成に
より努め、地元産業
の一助としたい。

目標
数値

130
実績
数値

128
目標
数値

指標

若手後継者に必要な経営
等の知識の習得や資質の
向上に役立てることができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

目標
数値

130
実績
数値

160
目標
数値

参加人数
指標

商店街を活性化す
るイベントを創出す
る。

イベントを通じて地域への
来場者の増加、商店街の賑
わいの創出。 総

合
評
価

Ａ

実績
数値

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

目標
数値

指標

商店街への消費者の流入
増加、商店街内の事業者の
売上増加 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

商店街・街づくり事
業

　衰退し続けている地域唯一の
足助中央商店街の活性化を図
り往時の賑わい創出することを
目的とする。

げんき商店街推進事業の活用
商業活性化交付金推進事業の
支援　足助地区まちづくり会議
への参加による指導　空き店舗
の活用　１件

地区内商業者

指標
空き店舗の活用件数

目標
数値

1
実績
数値

1

チャレンジショップ
の事業化に向けた
計画・地盤づくり。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

特産品の開発普
及・ＰＲに努めて販
路拡大の協力を行
う。

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

情報化推進事業

情報力不足な地区内小規模零
細事業者の情報力を高め、販
売促進、売上拡大、新規顧客
獲得を図る。

ホームページ記載事業所
　　29件（年間通じて）

小規模事業者
及び中小企業

者

指標
ホームページ記載事業所数

産業活性化

　当地区の紅葉や町並み等の
価値の高い地域資源を連携さ
せて、観光産業の活性化と事
業者の経営改善に取り組み、
特産品の開発普及・ＰＲなどを
行い地場産業の育成を図るとと
もに、観光客に向けて魅力的な
商品を開発・販売し観光産業の
活性化を図る産業振興に取り
組み観光客の増加による地域
の活性化につなげる。

商品開発による販売会・展示会
への参加出展 2回   とよたの特
産品展出店 1回    商工あいち
物産展等への参加回数 3回

地区内小規模
事業者及び生

産者

指標

販売会等の参加回数

目標
数値

35
実績
数値

29

指標

特産品の開発普及・ＰＲな
どを行うことにより、企業の
発展及び地域産業の活性
化に資することができた。

目標
数値

5
実績
数値

6
目標
数値

目標
数値

指標

地区内事業者のＰＲ等の情
報発信力の向上。
スマートフォンの対応で認
知度の向上。
ＳＮＳの活用で認知度の向
上。

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

若手後継者（青年
部・女性部）に更新
をお願いし、地域の
情報発信を図りた
い。

総
合
評
価

Ａ



団体名： 足助商工会

得られた効果 備考

　2024年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 102.4 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 92.0 ％） （達成度 86.7 ％） Ａ Ａ 下げる 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 96.0 ％） （達成度 137.5 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 87.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

総
合
評
価

Ａ

中小事業主の事務処理の
負担軽減、労働保険の適
用促進及び労働保険料の
適正な徴収。滞納事業所な
し。

目標
数値

指標

共済制度の普及と各企業
の健全な育成に努めた。

実績
数値

共済加入者の健康
診断の補助事業の
ＰＲを行い、役員に
も協力依頼して加
入促進を図る。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

青色申告会・法人
会

適正な労働保険の推進
　委託事業所　　69件
　一人親方労災加入者　39件

中小事業主

指標

委託事業所数

　青色申告会・法人会等の税
務支援団体・地域貢献団体の
活動をサポートし、事業運営に
協力することにより、国・地方公
共団体、地域社会への貢献や
発展のための一助となり、ひい
ては商工業の活性化に資する
ことを目的とする。

会員数
　青色申告会　　　38人
　法人会　　　　　106企業
　　　　合計　　　144人
実施回数（研修会・役員会等）
　青色申告会　  7回
　法人会　     　4回
　　　　合計      　11 回

小規模事業
者、中小企業の
内青色申告会・

法人会

目標
数値

450
実績
数値

461

福利厚生事業

　中小企業、小規模企業の経
営、雇用の持続的な安定を図
るために各種共済の普及や企
業の健全な育成に資することを
目的とする。

小規模企業共済 　　60件
中小企業共済　　　280件
特定退職金共済　　121件

商工会会員と
その従業員

指標
各種共済加入者数

労働保険事業

　事業主等の委託を受けて、事
業主に代わって労働保険料の
申告納付その他労働保険に関
する各種の届出等の事務手続
きを行うことにより、中小事業主
の事務処理の負担を軽減し、
労働保険の適用促進及び労働
保険料の適正な徴収を図ること
を目的とする。

指標

一人親方労災加入者数

目標
数値

75
実績
数値

69
目標
数値

45

指標
青色申告会・法人会会員数

指標

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
39

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

委託事業所・一人
親方労災保険を事
業所に協力依頼し
て加入促進を図っ
ていく。

発展会や産業振興・地域貢
献活動団体の活動をサ
ポートし、事業運営に協力
することにより、地域社会へ
の貢献や商工業の活性化
に資することができた。

8

同事業実施回数 法人会の会議開催や青色
申告会の研修会等の参加
を積極的に行うことで、地域
社会への貢献や活性化に
繋げることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
11

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

法人会の会議開催
や青色申告会の研
修会等への参加を
積極的に行ってい
く。

産業団体

　発展会や各種団体等、産業
振興・地域貢献団体の活動を
サポートし、事業運営に協力す
ることにより、国・地方公共団
体、地域社会への貢献や発展
のための一助となり、ひいては
商工業の活性化に資することを
目的とする。

足助中央商店街（協）
　　理事会　　　11回
　　監査会　　　１回
　　総会　　　　 １回
　　支部会等 　16回

協同組合、発
展会等

目標
数値

33
実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

各産業団体の運営
を指導して、その継
続的発展を支援す
る。

実績
数値

総
合
評
価

指標

各種団体が行う事業の指導回
数

29
目標
数値

指標

目標
数値

150
実績
数値

144
目標
数値

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

小規模事業者
及び中小企業

者

指標

経済動向調査件数

調査・広報事業

　当地区内の小規模事業者の
経営状況を把握するため、経
済景気動向調査を行いその結
果を事業者に提供するとともに
経営把握により経営分析を行
う。また需要動向調査も実施
し、その結果を事業者に提供し
売上増加を図る事業計画策定
や伴走型支援に活用して効果
的な指導につなげることを目的
とする。

小規模事業者を５業種（建設、
製造、卸・小売、宿泊・飲食、
サービス）の経済動向調査。
30件
需要動向調査　10件

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

調査を行うことによ
り、事業者の経営力
向上等を図る事業
計画策定の支援を
行う。

〇

目標
数値

30
実績
数値

30
目標
数値

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

1010

指標

需要動向調査件数
地区内の小規模事業者へ
の景気動向と需要動向調
査を行うことにより、事業者
の経営状況の把握や事業
計画策定に繋げることがで
きた。

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


